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(57)【要約】
　本明細書に開示の実施形態は、流体を移動させるシス
テムおよび方法に関する。第1の流体容器と第2の流体容
器との間に、流体通路が延伸可能である。第1の流体容
器と第2の流体容器との間の流体通路に対しては、空気
チャンバが流体連通可能である。通常の動作圧力におい
ては、空気を空気チャンバに保持可能である。低圧状態
(たとえば、異常による)においては、空気チャンバ中の
空気が(たとえば、流体通路中の)検知箇所まで膨張し得
る。検知箇所における空気の存在を空気センサが検出し
て、低圧状態の可能性を示すことができる。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　流体を流体源容器から注射器に移動させる方法であって、
　注射器のプランジャを後退させて、第1の体積の流体を流体源容器から移動元流体通路
を介して前記注射器に引き込むステップであり、前記流体源容器と前記注射器との間の前
記移動元流体通路に対して空気チャンバが流体連通する、ステップと、
　前記注射器の前記プランジャを後退させて、第2の体積の流体を前記移動元流体通路か
ら前記注射器に引き込むステップであり、前記流体源容器と前記注射器との間の前記流体
通路中の検知箇所まで、前記空気チャンバ中の空気が膨張するように、前記流体源容器か
らの流体の退出が妨げられる、ステップと、
　前記流体源容器と前記注射器との間の前記移動元流体通路中の前記検知箇所における前
記空気を空気センサで識別するステップと、
　前記流体通路中の前記検知箇所における前記空気の識別に応じて、前記注射器の前記プ
ランジャの後退を停止するステップと、
　を含む、方法。
【請求項２】
　前記流体通路中の前記検知箇所における前記空気の識別に応じて、異常が発生した可能
性を示すステップをさらに含む、請求項1に記載の方法。
【請求項３】
　前記流体通路中の前記検知箇所における前記空気の識別に応じて、前記流体源容器が空
である可能性を示すステップをさらに含む、請求項1に記載の方法。
【請求項４】
　前記第1の体積の流体が、前記流体源容器と前記注射器との間の前記移動元流体通路中
の移動元逆止弁を通過し、前記移動元逆止弁が、前記移動元逆止弁を介した前記流体源容
器側への流体の通過を妨げるように構成されている、請求項1に記載の方法。
【請求項５】
　前記注射器の前記プランジャを前進させて、流体を前記注射器から移動先流体通路を介
して流体移動先容器側に運ぶステップをさらに含む、請求項1に記載の方法。
【請求項６】
　前記流体が、前記注射器と前記流体移動先容器との間の前記移動先流体通路中の移動先
逆止弁を通過し、前記移動先逆止弁が、前記移動先逆止弁を介した前記注射器側への流体
の通過を妨げるように構成されている、請求項5に記載の方法。
【請求項７】
　電子的に制御される流体分注システムに対して取り外し可能に取り付け得るように構成
されている流体移動モジュールであって、
　流体源容器に接続され、前記流体源容器と流体連通するように構成されている移動元イ
ンターフェースと、
　流体移動先容器に接続され、前記流体移動先容器と流体連通するように構成されている
移動先インターフェースと、
　中間容器または中間容器に接続されるように構成されている中間インターフェースと、
　前記移動元インターフェースと前記中間容器または前記中間インターフェースとの間に
延びた移動元流体通路であって、前記流体源容器から前記中間容器までの流体の通過を可
能にするように構成されている、移動元流体通路と、
　前記中間容器または前記中間インターフェースと前記移動先インターフェースとの間に
延びた移動先流体通路であって、前記中間容器から前記流体移動先容器までの流体の通過
を可能にするように構成されている、移動先流体通路と、
　前記移動元流体通路と流体連通する空気チャンバであって、前記移動元流体通路内の圧
力が閾値を下回る場合に、当該空気チャンバからの空気が検知箇所まで膨張するように構
成されている、空気チャンバと、
　前記電子的に制御される流体分注システムに対して、前記空気チャンバから前記検知箇
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所まで膨張した前記空気の検出を許可するように構成されている相互作用部と、
　を備える、流体移動モジュール。
【請求項８】
　前記検知箇所が、前記移動元流体通路中にある、請求項7に記載の流体移動モジュール
。
【請求項９】
　前記移動元流体通路中の移動元逆止弁であって、当該移動元逆止弁を介した前記移動元
インターフェース側への流体の通過を妨げるように構成されている、移動元逆止弁をさら
に備える、請求項7に記載の流体移動モジュール。
【請求項１０】
　前記空気チャンバが、前記移動元インターフェースと前記移動元逆止弁との間に位置決
めされている、請求項9に記載の流体移動モジュール。
【請求項１１】
　前記移動先流体通路中の移動先逆止弁であって、当該移動先逆止弁を介した前記中間イ
ンターフェースまたは前記中間容器側への流体の通過を妨げるように構成されている、移
動先逆止弁をさらに備える、請求項7に記載の流体移動モジュール。
【請求項１２】
　前記移動元逆止弁および前記移動先逆止弁が、単一の逆止弁アセンブリとして一体的に
形成されている、請求項11に記載の流体移動モジュール。
【請求項１３】
　本体を備え、前記本体が、前記移動元インターフェースを当該本体に結合するように構
成されている移動元取り付け部を備える、請求項7に記載の流体移動モジュール。
【請求項１４】
　空気チャンバモジュールであって、
　　前記空気チャンバと、
　　当該空気チャンバモジュールを前記本体の前記移動元取り付け部に結合するように構
成されている本体取り付け部と、
　　当該空気チャンバモジュールを前記移動元インターフェースに結合するように構成さ
れている移動元取り付け部と、
　を有する、空気チャンバモジュールを備える、請求項13に記載の流体移動モジュール。
【請求項１５】
　開口部が、前記空気チャンバを前記移動元流体通路に結合し、前記空気チャンバが、前
記開口部の上方に配設されている、請求項7に記載の流体移動モジュール。
【請求項１６】
　前記移動元インターフェースが、開口および弁を備え、前記弁が、前記流体源容器が前
記移動元インターフェースから切り離された場合に、前記開口を閉じるように構成され、
前記弁が、前記流体源容器が前記移動元インターフェースに結合された場合に、前記開口
を開くように構成されている、請求項7に記載の流体移動モジュール。
【請求項１７】
　前記移動先インターフェースが、開口および弁を備え、前記弁が、前記流体移動先容器
が前記移動先インターフェースから切り離された場合に、前記開口を閉じるように構成さ
れ、前記弁が、前記流体移動先容器が前記移動先インターフェースに結合された場合に、
前記開口を開くように構成されている、請求項7に記載の流体移動モジュール。
【請求項１８】
　前記移動元流体通路の少なくとも一部が、前記移動先流体通路の少なくとも一部と重複
する、請求項7に記載の流体移動モジュール。
【請求項１９】
　前記相互作用部が、当該流体移動モジュールの実質的に透明な部分を含む、請求項7に
記載の流体移動モジュール。
【請求項２０】
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　流体源容器と、
　前記移動元インターフェースと前記流体源容器との間に配設されているアダプタであっ
て、前記流体源容器から流体が抜かれた場合に、空気が前記流体源容器に進入するように
構成されている空気入口および障壁を備える、アダプタと、
　をさらに備える、請求項7に記載の流体移動モジュール。
【請求項２１】
　電子的に制御される流体分注システムと、
　前記電子的に制御される流体分注システムに対して取り外し可能に取り付けられている
請求項7に記載の流体移動モジュールと、
　を備える、流体移動システム。
【請求項２２】
　前記電子的に制御される流体分注システムが、前記検知箇所における空気を検出するよ
うに構成されている空気センサを備える、請求項21に記載の流体移動システム。
【請求項２３】
　前記空気センサが、光学センサを含む、請求項22に記載の流体移動システム。
【請求項２４】
　前記電子的に制御される流体分注システムが、流体を前記流体源容器から前記中間容器
に移動させるとともに、流体を前記中間容器から前記流体移動先容器に移動させるように
構成されているアクチュエータを備える、請求項21に記載の流体移動システム。
【請求項２５】
　前記中間容器が、プランジャを有する注射器を備え、前記アクチュエータが、前記プラ
ンジャに結合され、前記電子的に制御される流体分注システムが、前記アクチュエータを
動かして前記注射器の前記プランジャを後退および前進させるように構成されているモー
タを備える、請求項24に記載の流体移動システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
関連出願
　本願は、2013年11月22日に出願された米国仮特許出願第61/907,995号「FLUID TRANSFER
 DEVICES AND METHODS OF USE」の利益を主張するものであり、そのすべての内容を本明
細書に明示的に援用して、本明細書の一部を構成する。
【０００２】
参照による援用
　米国特許出願第12/845,548号として2010年7月28日に出願され、2013年9月3日に特許さ
れた米国特許第8,522,832号(「'832特許」)「FLUID TRANSFER DEVICES AND METHODS OF U
SE」は、そのすべての内容を本明細書に援用して、すべての開示内容に関して本明細書の
一部を構成する。
【０００３】
　国際出願第PCT/US2012/071493号として2012年12月21日に出願され、2013年6月27日に公
開された国際公開第WO2013/096911号(「'911公開」)「FLUID TRANSFER DEVICES AND METH
ODS OF USE」は、そのすべての内容を本明細書に援用して、すべての開示内容に関して本
明細書の一部を構成する。
【０００４】
　「'832特許」または「'911公開」に図示および/または記載されている任意の構成要素
、構造、材料、ステップ、方法、またはシステムは、本明細書に図示および/または記載
している任意の構成要素、構造、材料、ステップ、方法、またはシステムとの併用または
代用が可能である。
【０００５】
　本開示のいくつかの実施形態は、流体を移動させる装置および方法に関し、より詳細に
は、医療用流体を第1の流体容器から第2の流体容器に移動させる装置および方法に関する
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。
【背景技術】
【０００６】
　いくつかの状況においては、1つまたは複数の流体の容器間での移動が望ましいことが
ある。医療分野においては、医療用(たとえば、医薬)流体の正確な量での分注が望ましい
ことがある。いくつかの場合、潜在的に危険な流体(たとえば、化学療法剤または免疫抑
制剤)の分注が望ましいことがある。いくつかの流体分注システムには、高コスト、低効
率、労力の集中、および過剰な流体または蒸気の漏出等、さまざまな障害がある。いくつ
かの流体分注システムは、たとえば流体に伴う空気の移動によって、精度が不十分となり
得る。いくつかの自動流体分注システムは、故障の検出またはオペレータへの警告が行え
ず、故障の影響を受け易いことがある。本明細書に開示のいくつかの実施形態は、これら
不都合のうちの1つまたは複数を克服する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】米国仮特許出願第61/907,995号
【特許文献２】国際出願第PCT/US2012/071493号
【特許文献３】国際公開第WO2013/096911号
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本開示の総括を目的として、本明細書においては、特定の態様、利点、および新規な特
徴を説明している。このような利点がすべて、本明細書に開示の任意特定の実施形態に従
って必ずしも実現され得ないことが了解されるものとする。したがって、本明細書に開示
の特徴は、本明細書において教示または示唆可能な他の利点を必ずしも実現することなく
、本明細書に教示の1つの利点または利点群を実現または最適化するように具現化または
実施可能である。
【０００９】
　本明細書に開示のさまざまな実施形態は、流体を流体源容器から注射器に移動させる方
法に関し得る。この方法は、注射器のプランジャを後退させて、第1の体積の流体を流体
源容器から移動元流体通路を介して注射器に引き込むステップを含み得る。流体源容器と
注射器との間の移動元流体通路に対しては、空気チャンバが流体連通可能である。この方
法は、注射器のプランジャを後退させて、第2の体積の流体を移動元流体通路から注射器
に引き込むステップを含むことができ、流体源容器と注射器との間の流体通路中の検知箇
所まで、空気チャンバ中の空気が膨張するように、流体源容器からの流体の退出を妨げる
ことができる。この方法は、流体源容器と注射器との間の移動元流体通路中の検知箇所に
おける空気を空気センサで識別するステップと、流体通路中の検知箇所における空気の識
別に応じて、注射器のプランジャの後退を停止するステップとを含み得る。
【００１０】
　この方法は、流体通路中の検知箇所における空気の識別に応じて、異常が発生した可能
性を示すステップを含み得る。この方法は、流体通路中の検知箇所における空気の識別に
応じて、流体源容器が空である可能性を示すステップを含み得る。
【００１１】
　第1の体積の流体は、流体源容器と注射器との間の移動元流体通路中の移動元逆止弁を
通過可能であり、移動元逆止弁は、当該移動元逆止弁を介した流体源容器側への流体の通
過を妨げるように構成可能である。
【００１２】
　この方法は、注射器のプランジャを前進させて、流体を注射器から移動先流体通路を介
して流体移動先容器側に運ぶステップを含み得る。流体は、注射器と流体移動先容器との
間の移動先流体通路中の移動先逆止弁を通過可能であり、移動先逆止弁は、当該移動先逆
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止弁を介した注射器側への流体の通過を妨げるように構成可能である。
【００１３】
　本明細書に開示のさまざまな実施形態は、電子的に制御される流体分注システムに対し
て取り外し可能に取り付け得るように構成可能な流体移動モジュールに関し得る。この流
体移動モジュールは、流体源容器に接続され、流体源容器と流体連通するように構成され
ている移動元インターフェースと、流体移動先容器に接続され、流体移動先容器と流体連
通するように構成されている移動先インターフェースと、中間容器または中間容器に接続
されるように構成されている中間インターフェースと、を備え得る。移動元インターフェ
ースと中間容器または中間インターフェースとの間には、移動元流体通路が延伸可能であ
り、移動元流体通路は、流体源容器から中間容器までの流体の通過を可能にするように構
成可能である。この流体移動モジュールは、中間容器または中間インターフェースと移動
先インターフェースとの間に延伸可能な移動先流体通路を備え得る。移動先流体通路は、
中間容器から流体移動先容器までの流体の通過を可能にするように構成可能である。この
流体移動モジュールは、移動元流体通路と流体連通する空気チャンバを備え得る。空気チ
ャンバは、移動元流体通路内の圧力が閾値を下回る場合に、当該空気チャンバからの空気
が検知箇所まで膨張するように構成可能である。この流体移動モジュールは、電子的に制
御される流体分注システムに対して、空気チャンバから検知箇所まで膨張した空気の検出
を許可するように構成されている相互作用部を備え得る。いくつかの実施形態において、
検知箇所は、移動元流体通路中に存在し得る。
【００１４】
　この流体移動モジュールは、移動元流体通路中に移動元逆止弁を備えることができ、移
動元逆止弁は、当該移動元逆止弁を介した移動元インターフェース側への流体の通過を妨
げるように構成可能である。空気チャンバは、移動元インターフェースと移動元逆止弁と
の間に位置決め可能である。この流体移動モジュールは、移動先流体通路中に移動先逆止
弁を備えることができ、移動先逆止弁は、当該移動先逆止弁を介した中間インターフェー
スまたは中間容器側への流体の通過を妨げるように構成可能である。いくつかの実施形態
において、移動元逆止弁および移動先逆止弁は、単一の逆止弁アセンブリとして一体的に
形成可能である。
【００１５】
　この流体移動モジュールは、本体を備えることができ、本体は、移動元インターフェー
スを当該本体に結合するように構成されている移動元取り付け部を備え得る。この流体移
動モジュールは、空気チャンバモジュールであって、空気チャンバと、当該空気チャンバ
モジュールを本体の移動元取り付け部に結合するように構成されている本体取り付け部と
、当該空気チャンバモジュールを移動元インターフェースに結合するように構成されてい
る移動元取り付け部とを備える、空気チャンバモジュールを備え得る。
【００１６】
　いくつかの実施形態においては、開口部が空気チャンバを移動元流体通路に結合可能で
ある。空気チャンバは、開口部の上方に配設可能である。
【００１７】
　移動元インターフェースは、開口および弁を備えることができ、弁は、流体源容器が移
動元インターフェースから切り離された場合に、開口を閉じるように構成可能であり、ま
た、弁は、流体源容器が移動元インターフェースに結合された場合に、開口を開くように
構成可能である。移動先インターフェースは、開口および弁を備えることができ、弁は、
流体移動先容器が移動先インターフェースから切り離された場合に、開口を閉じるように
構成可能であり、また、弁は、流体移動先容器が移動先インターフェースに結合された場
合に、開口を開くように構成可能である。
【００１８】
　いくつかの実施形態においては、移動元流体通路の少なくとも一部が移動先流体通路の
少なくとも一部と重複し得る。
【００１９】
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　相互作用部は、流体移動モジュールの実質的に透明な部分を含み得る。
【００２０】
　この流体移動モジュールは、流体源容器から流体が抜かれた場合に、空気が流体源容器
に進入するように構成可能である。この流体移動モジュールは、流体源容器と、移動元イ
ンターフェースと流体源容器との間に配設されているアダプタと、を備え得る。アダプタ
は、流体源容器から流体が抜かれた場合に、空気が流体源容器に進入するように構成され
ている空気入口および障壁を備え得る。
【００２１】
　本明細書に開示のさまざまな実施形態は、電子的に制御される流体分注システムと、当
該電子的に制御される流体分注システムに対して取り外し可能に取り付けられている流体
移動モジュールとを備え得る流体移動システムに関し得る。電子的に制御される流体分注
システムは、検知箇所における空気を検出するように構成されている空気センサを備え得
る。空気センサは、光学センサを含み得る。電子的に制御される流体分注システムは、流
体を流体源容器から中間容器に移動させるとともに、流体を中間容器から流体移動先容器
に移動させるように構成されているアクチュエータを備え得る。中間容器は、プランジャ
を有する注射器を備え得る。アクチュエータは、プランジャに結合可能であり、電子的に
制御される流体分注システムは、アクチュエータを動かして注射器のプランジャを後退お
よび前進させるように構成されているモータを備え得る。
【００２２】
　本明細書に開示のさまざまな実施形態は、第1の流体容器に接続されるように構成され
ている第1のインターフェースと、第2の容器または第2の流体容器に接続されるように構
成されている第2のインターフェースと、第1のインターフェースと第2の流体容器または
第2のインターフェースとの間に延びた第1の流体通路と、第1の流体通路と流体連通する
空気チャンバとを備え得る流体移動モジュールに関し得る。
【００２３】
　この流体移動モジュールは、第3の流体容器に接続されるように構成されている第3のイ
ンターフェースと、第2の流体容器または第2のインターフェースと第3のインターフェー
スとの間に延びた第2の流体通路とを備え得る。
【００２４】
　この流体移動モジュールは、第1の流体通路中に第1の逆止弁を備えることができ、第1
の逆止弁は、当該第1の逆止弁を介した第1のインターフェース側への流体の通過を妨げる
ように構成可能である。空気チャンバは、第1のインターフェースと第1の逆止弁との間に
位置決め可能である。この流体移動モジュールは、第2の流体通路中に第2の逆止弁を備え
ることができ、第2の逆止弁は、当該第2の逆止弁を介した第2のインターフェースまたは
第2の容器側への流体の通過を妨げるように構成可能である。第1の逆止弁および第2の逆
止弁は、単一の逆止弁アセンブリとして一体的に形成可能である。
【００２５】
　空気チャンバは、第1の流体通路中の圧力低下に応じて、当該空気チャンバからの空気
が検知箇所まで膨張し得るように構成可能である。検知箇所は、第1の流体通路中に存在
し得る。
【００２６】
　この流体移動モジュールは、本体を備えることができ、空気チャンバは、本体と第1の
インターフェースとの間に位置決め可能である。この流体移動モジュールは、空気チャン
バモジュールであって、空気チャンバと、当該空気チャンバモジュールを第1のインター
フェースに結合するように構成されている第1の取り付け部と、当該空気チャンバモジュ
ールを本体の第1の取り付け部に結合するように構成されている本体取り付け部とを有す
る、空気チャンバモジュールを備え得る。また、開口部が空気チャンバを第1の流体通路
に結合可能である。空気チャンバは、開口部の上方に配設可能である。
【００２７】
　第1のインターフェースは、開口および弁を備えることができ、弁は、第1の流体容器が
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第1のインターフェースから切り離された場合に、開口を閉じるように構成可能であり、
また、弁は、第1の流体容器が第1のインターフェースに結合された場合に、開口を開くよ
うに構成可能である。この流体移動モジュールは、開口および弁を有する第3のインター
フェースを備えることができ、弁は、第3の流体容器が第3のインターフェースから切り離
された場合に、開口を閉じるように構成可能であり、また、弁は、第3の流体容器が第3の
インターフェースに結合された場合に、開口を開くように構成可能である。
【００２８】
　この流体移動モジュールは、空気センサに対して、空気チャンバから検知箇所まで膨張
した空気の検出を許可するように構成されている相互作用部を備え得る。相互作用部は、
流体移動モジュールの実質的に透明な部分を含み得る。
【００２９】
　いくつかの実施形態においては、第1の容器から流体が抜かれた場合に、空気が第1の容
器に進入可能である。この流体移動モジュールは、第1の流体容器と、第1のインターフェ
ースと第1の流体容器との間に配設されているアダプタと、を備え得る。アダプタは、第1
の流体容器から流体が抜かれた場合に、空気が第1の流体容器に進入するように構成され
ている空気入口および障壁を備え得る。
【００３０】
　本明細書に開示のさまざまな実施形態は、電子的に制御される流体分注システムと、当
該電子的に制御される流体分注システムに対して取り外し可能に取り付けられている流体
移動モジュールとを備え得る流体移動システムに関し得る。電子的に制御される流体分注
システムは、空気チャンバからの膨張空気を検出するように構成されている空気センサを
備え得る。空気センサは、光学センサを含み得る。電子的に制御される流体分注システム
は、流体を第1の流体容器から第2の容器に移動させるように構成されているアクチュエー
タを備え得る。第2の容器は、プランジャを有する注射器を備え得る。アクチュエータは
、プランジャに結合可能であり、電子的に制御される流体分注システムは、アクチュエー
タを動かして注射器のプランジャを後退および前進させるように構成されているモータを
備え得る。
【００３１】
　本明細書に開示のさまざまな実施形態は、第1の流体容器、第2の流体容器、第1の流体
容器と第2の流体容器との間に延びた第1の流体通路、および第1の流体通路と流体連通す
る空気チャンバを備え得る流体移動モジュールに関し得る。
【００３２】
　この流体移動モジュールは、第3の流体容器と、第2の流体容器と第3の流体容器との間
に延びた第2の流体通路と、を備え得る。
【００３３】
　この流体移動モジュールは、第1の流体通路中に第1の逆止弁を備えることができ、第1
の逆止弁は、当該第1の逆止弁を介した第1の流体容器側への流体の通過を妨げるように構
成可能である。空気チャンバは、第1の流体容器と第1の逆止弁との間に位置決め可能であ
る。この流体移動モジュールは、第2の流体通路中に第2の逆止弁を備えることができ、第
2の逆止弁は、当該第2の逆止弁を介した第2の容器側への流体の通過を妨げるように構成
可能である。いくつかの実施形態において、第1の逆止弁および第2の逆止弁は、単一の逆
止弁アセンブリとして一体的に形成可能である。
【００３４】
　空気チャンバは、第1の流体通路中の圧力低下に応じて、当該空気チャンバからの空気
が検知箇所まで膨張し得るように構成可能である。検知箇所は、第1の流体通路中に存在
し得る。
【００３５】
　この流体移動モジュールは、本体を備えることができ、空気チャンバは、本体と第1の
流体容器との間に位置決め可能である。この流体移動モジュールは、空気チャンバと、空
気チャンバモジュールを第1の流体容器に結合するように構成されている第1の取り付け部
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と、空気チャンバモジュールを本体の第1の取り付け部に結合するように構成されている
本体取り付け部とを備え得る。また、開口部が空気チャンバを第1の流体通路に結合可能
である。空気チャンバは、開口部の上方に配設可能である。
【００３６】
　第1のインターフェースが第1の流体容器を本体に結合可能であり、この第1のインター
フェースは、開口および弁を備え得る。弁は、第1の流体容器が第1のインターフェースか
ら切り離された場合に、開口を閉じるように構成可能であり、また、弁は、第1の流体容
器が第1のインターフェースに結合された場合に、開口を開くように構成可能である。こ
の流体移動モジュールは、第3の容器を本体に結合する第3のインターフェースを備えるこ
とができ、第3のインターフェースは、開口および弁を備え得る。弁は、第3の流体容器が
第3のインターフェースから切り離された場合に、開口を閉じるように構成可能であり、
また、弁は、第3の流体容器が第3のインターフェースに結合された場合に、開口を開くよ
うに構成可能である。
【００３７】
　この流体移動モジュールは、空気センサに対して、空気チャンバから検知箇所まで膨張
した空気の検出を許可するように構成されている相互作用部を備え得る。相互作用部は、
流体移動モジュールの実質的に透明な部分を含み得る。
【００３８】
　いくつかの実施形態においては、第1の流体容器から流体が抜かれた場合に、空気が第1
の容器に進入可能である。この流体移動モジュールは、第1の流体容器を第1の流体通路に
結合するように構成されているアダプタを備えることができ、アダプタは、第1の流体容
器から流体が抜かれた場合に、空気が第1の流体容器に進入するように構成されている空
気入口および障壁を備え得る。
【００３９】
　本明細書に開示のさまざまな実施形態は、電子的に制御される流体分注システムと、当
該電子的に制御される流体分注システムに対して取り外し可能に取り付けられている流体
移動モジュールとを備え得る流体移動システムに関し得る。電子的に制御される流体分注
システムは、空気チャンバからの膨張空気を検出するように構成されている空気センサを
備え得る。空気センサは、光学センサを含む。電子的に制御される流体分注システムは、
流体を第1の流体容器から第2の容器に移動させるように構成されているアクチュエータを
備え得る。第2の容器は、プランジャを有する注射器を備え得る。アクチュエータは、プ
ランジャに結合可能であり、電子的に制御される流体分注システムは、アクチュエータを
動かして注射器のプランジャを後退および前進させるように構成されているモータを備え
得る。
【図面の簡単な説明】
【００４０】
【図１】流体移動システムの例示的な一実施形態を模式的に示した図である。
【図２】流体移動システムの例示的な別の実施形態を模式的に示した図である。
【図３】流体移動モジュールの例示的な一実施形態の斜視断面図である。
【図４】図3の流体移動モジュールの分解斜視断面図である。
【図５】流体移動モジュールの本体の例示的な一実施形態の斜視断面図である。
【図６】図5の本体の分解斜視断面図である。
【図７】空気チャンバモジュールの例示的な一実施形態の斜視断面図である。
【図８】図7の空気チャンバモジュールの分解斜視断面図である。
【図９】流体通路に流体が存在する流体移動モジュールの例示的な一実施形態の断面図で
ある。
【図１０】圧力が低下した図9の流体移動モジュールの断面図である。
【図１１】流体移動モジュール上のさまざまな考え得る検知箇所の例を示した断面図であ
る。
【図１２】流体源容器およびアダプタの例示的な一実施形態の断面図である。



(10) JP 2017-501766 A 2017.1.19

10

20

30

40

50

【図１３】閉塞位置の逆止弁の例示的な一実施形態を示した側面図である。
【図１４】開放位置の図13の逆止弁を示した図である。
【図１５】閉塞位置の逆止弁の例示的な別の実施形態を示した側面図である。
【図１６】開放位置の図15の逆止弁の側面図である。
【図１７】閉塞位置の逆止弁の例示的な別の実施形態を示した側面図である。
【図１８】開放位置の図17の逆止弁の側面図である。
【図１９】閉塞位置の逆止弁の例示的な別の実施形態の側面図である。
【図２０】開放位置の図19の逆止弁の側面図である。
【図２１】少なくとも1つの逆止弁を有する流体移動モジュールの例示的な一実施形態の
断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００４１】
　ここで、以下の詳細な説明は、本開示のある特定の具体的な実施形態を対象とする。こ
の説明においては図面を参照するが、説明および図面の全体において、同じ部分には同じ
参照番号を付している。図面および説明は、一例に過ぎず、何ら限定的とは見なさないも
のとする。また、本開示の例示的な実施形態は、さまざまに変更可能であり、たとえば、
本明細書に図示および/または記載のさまざまな個別の特徴のいずれかを組み合わせて、
さまざまな結合および副結合を構成可能と考えられる。
【００４２】
　流体移動システムにおいて、異常検出システムは、流体の適正な移動を妨げかねない異
常を検出することにより、誤った量の流体(化学療法剤または免疫抑制剤等の医療用流体)
の移動の回避ならびに/または有害な流体もしくは蒸気の漏出の回避が可能である。
【００４３】
　いくつかの場合は、ポンプ(たとえば、注射器ポンプ、蠕動ポンプ等)を用いて、流体を
第1の容器から第2の容器(たとえば、注射器ポンプの注射器タンクまたは別のタンク)に移
動させることができる。異常検出システムは、第1の容器からの流体の退出を妨げ得る異
常を検出するように構成可能である。たとえば、いくつかの実施形態においては、流体が
第1の容器から退出した場合に、空気が第1の容器に進入し得るように空気入口を構成可能
である。何らかの理由で、空気が第1の容器に進入して、第1の容器から退出する流体の空
間を占有することができない場合、第1の容器内は圧力が低下(たとえば、部分的な減圧)
する可能性がある。いくつかの実施形態において、空気入口は、空気に対して透過性であ
るが、流体に対しては非透過性の障壁を具備し得る。障壁は、(たとえば、過剰な振動ま
たはその他何らかの不適切な装置の使用によって)湿潤となった場合、空気透過性の低下
または空気の非透過が生じ得る。第1の容器への空気の進入の妨害による第1の容器内の圧
力低下または部分的な減圧によって、第1の容器からの別途流体の退出が妨げられる場合
がある。いくつかの場合、圧力低下または部分的な減圧は、第1の容器と流体連通可能な
第2の容器への移動も可能である。また、異常検出システムは、他の異常にも対処可能で
ある。
【００４４】
　第1の容器からの流体の退出を妨げる異常をシステムが検出できなかった場合は、(たと
えば、注射器のプランジャの後退の継続によって)第2の容器への流体の移動の試行をポン
プが継続することも可能であり、第2の容器内の圧力が低下することも考えられる。圧力
が低下すると、第2の容器の少量の空気が膨張して、第2の容器の有意な容積を占有する可
能性もある。システムは、移動を意図した流体のように、空気の膨張体積を移動させるこ
とも可能であり、所望未満の流体移動となる可能性もある。
【００４５】
　図1は、流体移動システム100の例示的な一実施形態を模式的に示している。流体移動シ
ステム100は、流体の適正な移動を妨げる異常を検出するように構成可能である。流体移
動システム100は、本明細書に援用の特徴等、上記または本明細書に開示のさまざまな他
の実施形態に関連して記載の特徴と類似または同一の特徴を含み得る。また、流体移動シ
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ステム100は、'832特許および/または'911公開に図示または記載の任意の特徴を含み得る
。流体移動システム100は、第1の流体容器102(たとえば、医薬瓶)、第2の流体容器104(た
とえば、注射器)、および第1の流体容器102と第2の流体容器104との間の流体通路106を具
備し得る。第1の流体容器102と第2の流体容器104との間に延びた流体通路106に対しては
、空気チャンバ108が流体連通可能である。空気チャンバは、環境大気からの封鎖または
隔離が可能である。システム100は、空気センサ110を具備し得る。本明細書において、用
語「空気」は、その広範な通常の意味を有することを意図しており、たとえば空気センサ
110により、流体移動システム100を通って移動する流体とは異なるものとして識別可能な
気体のさまざまな組み合わせを含み得る。いくつかの状況において、空気チャンバの空気
は、流体移動システム100を通って移動する流体の蒸発粒子を含んでいてもよい。空気セ
ンサ110は、流体移動システム100を通って移動する流体と空気とを区別するように構成可
能である。たとえば、空気センサ110としては、(たとえば、光源および光検出器を具備し
た)光学センサが可能である。いくつかの実施形態において、空気センサ110は、(たとえ
ば、流体を通過する光または流体を通過しない光の吸収によって)流体の有無を検出可能
である。流体が存在しないことの検出は、空気の検出と同じにすることができる。たとえ
ば、空気センサ110の光検出器が(たとえば、流体による光の吸収によって)閾値レベルを
下回る光源からのある量の光を検出した場合、空気センサ110は、流体の検出を示すこと
ができる。空気センサ110の光検出器が(たとえば、光を吸収する流体が存在せずに)閾値
レベルを上回る光源からのある量の光を検出した場合、空気センサ110は、空気の検出を
示すことができる。システム100は、通常動作時に空気チャンバ1
08の空気を空気センサが検出しないように構成可能である。流体通路の圧力が低下する異
常の場合は、圧力低下の結果として、空気チャンバ108の空気が膨張可能である。空気セ
ンサ110は、膨張空気を検出するように位置決め可能である。また、空気センサ110は、空
気の検出に応じて、異常の可能性を示すことができる。
【００４６】
　いくつかの実施形態において、空気センサ110は、第1の容器102が空であることの指標
および異常の可能性の指標として、空気の検出に使用可能である。また、空気センサ110
は、流体通路106の空気を検出するように位置決め可能である。第1の容器102が空になっ
た場合は、第1の容器から空気が退出し、第2の容器104に向かって流体通路106を進行可能
である。空気センサ110の検知箇所に空気が達すると、空気センサ110が空気を検出可能で
ある。この状況において、空気センサ110による空気の検出は、第1の容器102が空になっ
たことを示す。圧力が低下する異常が発生した場合、空気チャンバ内の空気は、流体通路
106内へと膨張可能である。空気センサ110の検知箇所に膨張空気が達すると、空気センサ
110が空気を検出可能である。この状況において、空気センサ110による空気の検出は、流
体通路106内の圧力の低下を示し、これによって、異常が発生したことを示すことができ
る。
【００４７】
　図2は、流体移動システム200の例示的な一実施形態を模式的に示している。流体移動シ
ステム200は、流体移動システム100または本明細書に開示のその他さまざまな実施形態の
任意の特徴を含み得る。また、流体移動システム200は、'832特許および/または'911公開
に図示および/または記載の任意の特徴を含み得る。流体移動システム200は、流体源容器
202(たとえば、医薬瓶)、中間容器204(たとえば、注射器)、および流体移動先容器214(た
とえば、点滴バッグ)を具備し得る。流体源容器202、中間容器204、および流体移動先容
器214の結合には、流体移動モジュール212を使用可能である。図3は、流体移動モジュー
ル212の例示的な一実施形態の斜視断面図である。図4は、図3の流体移動モジュール212の
例示的な実施形態の分解斜視断面図である。流体移動モジュール212は、'832特許および/
または'911公開に図示および/または記載の任意の特徴を含み得る。また、多くの変形例
が考えられる。たとえば、図1に模式的に示すように、いくつかの実施形態においては、
中間容器を用いることなく(たとえば、注射器ポンプを用いることなく)流体を流体源容器
から移動先容器に移動させることができる。また、いくつかの実施形態においては、蠕動
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ポンプまたは中間容器(たとえば、注射器)を含まない他のポンプ装置を用いて流体を移動
させることができる。
【００４８】
　流体源容器202と中間容器204との間には、移動元流体通路206が延伸可能であり、また
、流体移動モジュール212を通って延伸可能である。中間容器204と流体移動先容器214と
の間には、移動先流体通路216が延伸可能であり、また、流体移動モジュール212を通って
延伸可能である。いくつかの実施形態においては、移動元流体通路206および移動先流体
通路216の少なくとも一部が重複し得る。たとえば、中間容器204としては、移動元流体通
路206および移動先流体通路216の両者が通過可能な開口部を含む注射器が可能である。移
動元流体通路206には、移動元逆止弁218を位置決め可能であり、これは、流体源容器202
から中間容器204への流体の通過を許可するとともに、中間容器204から流体源容器202へ
の流体の通過を阻止または防止するように構成可能である。移動先流体通路216には、移
動先逆止弁220を位置決め可能であり、これは、中間容器204から流体移動先容器214への
流体の通過を許可するとともに、流体移動先容器214から中間容器204への流体の通過を阻
止または防止するように構成可能である。
【００４９】
　流体移動モジュール212は、流体源容器202を当該移動モジュール212に結合するように
構成されている移動元インターフェース222を具備し得る。移動元インターフェース222は
、(たとえば、図3および図4に示していないアダプタを介して)流体源容器202に対して取
り外し可能に取り付け得る。また、移動元インターフェース222は、流体移動モジュール2
12の移動元インターフェース222から流体源容器202が取り外された場合に移動元インター
フェース222の開口を閉じるように構成されている弁224を具備し得る。移動元インターフ
ェース222の弁224は、流体移動モジュール212の移動元インターフェース222に流体源容器
202が取り付けられた場合に開くように構成可能である。流体移動モジュール212は、流体
移動先容器214を当該移動モジュール212に結合するように構成されている移動先インター
フェース226を具備し得る。移動先インターフェース226は、流体移動先容器214に対して
取り外し可能に取り付け得る。また、移動先インターフェース226は、流体移動モジュー
ル212の移動先インターフェース226から流体移動先容器214が取り外された場合に移動先
インターフェース226の開口を閉じるように構成されている弁228を具備し得る。移動先イ
ンターフェース226の弁228は、流体移動モジュール212の移動先インターフェース226に流
体移動先容器214が取り付けられた場合に開くように構成可能である。いくつかの実施形
態において、流体移動モジュール212は、中間容器204を当該移動モジュール212に結合す
るように構成されている中間インターフェース230を具備し得る。中間インターフェース2
30は、中間容器204に対して取り外し可能に取り付け得る。いくつかの実施形態において
、流体移動モジュール212は、流体移動モジュール212の一部として中間容器204を具備可
能であり、中間インターフェース230は、永久的または一時的な取り付け具としても可能
であるし、省略することも可能である。また、いくつかの実施形態において、流体源容器
202および/または流体移動先容器214は、流体移動モジュールの一部として具備可能であ
る。これにより、いくつかの実施形態において、移動元インターフェース222および/また
は移動先インターフェース226は、永久的または一時的な取り付け具としても可能である
し、省略することも可能である。
【００５０】
　流体移動システム200は、空気チャンバ108および空気センサ110または本明細書に開示
のその他さまざまな実施形態に関連して説明および/または図示する任意の機能を実行ま
たは包含可能な空気チャンバ208および空気センサ210を具備し得る。いくつかの実施形態
において、流体移動モジュール212は、空気チャンバ208を具備し得る。空気チャンバ208
は、流体移動モジュール212の内側の移動元流体通路206の一部と流体連通可能である。図
示のように、空気チャンバは、流体が移動モジュール212に流通または存在している場合
に、環境大気から封鎖または隔離されるように構成可能である。空気チャンバ208は、移
動元インターフェースと中間容器204との間または移動元インターフェースと中間インタ
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ーフェースとの間に配置可能である。流体移動モジュールは、空気センサに対して、移動
元流体通路206中に存在し得る検知箇所における空気の検出を許可するように構成されて
いる相互作用部232を備え得る。いくつかの実施形態において、相互作用部232は、空気セ
ンサ210が使用する光(たとえば、可視光、近赤外(NIR)、赤外(IR)光等)に対して実質的に
透明とすることができる。空気センサの光が流体移動モジュール212の相互作用部232を通
過する場合、ある少量の光の吸収、反射等の可能性があるものの、相互作用部232を実質
的に透明とすることができるため、十分な光が透過して、空気センサ210が流体と空気と
を確実に区別することができる。相互作用部232は、実質的に平坦とすることができ、こ
れにより、実質的な変化を伴わない(たとえば、意図する光路からの実質的な屈折、散乱
、あるいは逸脱を伴わない)光の検知箇所の通過を容易化可能である。いくつかの実施形
態において、相互作用部232は、完全な平坦から逸脱したある少量の表面欠陥または不整
を含むことができるものの、実質的に平坦とすることにより、空気センサ210が流体と空
気とを確実に区別することができる。
【００５１】
　いくつかの実施形態において、流体移動モジュール212は、本体234を具備し得る。図5
は、本体234の例示的な一実施形態の斜視断面図である。図6は、図5の本体234の分解斜視
断面図である。本体234は、本明細書に開示のその他の実施形態ならびに/または'832特許
および/もしくは'911公開に記載の実施形態の任意の特徴を有し得る。流体通路206および
/または216は、本体234を通って延伸可能である。本体234は、(たとえば、スナップ嵌合
、干渉嵌合、クランプ、音波溶接、接着、または他の適当な取り付け機構を用いて)一体
的に嵌合可能な第1の部分236(たとえば、上部)および第2の部分238(たとえば、下部)を具
備し得る。第1の部分236および第2の部分238の部分は、互いに離隔して、間に流体通路20
6および/または216を形成可能である。移動元逆止弁218および/または移動先逆止弁220は
、第1の部分236と第2の部分238との間に配設可能である。
【００５２】
　移動元インターフェース222および/または移動先インターフェース226は、本体234に結
合可能である。たとえば、本体234は、移動元インターフェース222を本体234に結合する
ように構成可能な移動元取り付け部240を具備し得る。移動元取り付け部240は、たとえば
オスまたはメス端部を具備し得る。いくつかの実施形態において、移動元インターフェー
ス222は、当該移動元インターフェース222を本体234に結合するように構成されている取
り付け部242を具備し得る。たとえば、取り付け部242は、メスまたはオス端部を具備し得
る。いくつかの実施形態において、本体234の移動元取り付け部240は、(たとえば、スナ
ップ嵌合、干渉嵌合、クランプ、音波溶接、接着、または他の適当な取り付け機構を用い
て)移動元インターフェース222の取り付け部242に直接結合可能である。いくつかの実施
形態においては、移動元取り付け部240と移動元インターフェース222の取り付け部242と
の間に、1つまたは複数の構成要素(たとえば、空気チャンバ208)を配設可能である。移動
元インターフェース222は、'832特許および/または'911公開に記載されているような閉塞
可能コネクタ(たとえば、閉塞可能オスコネクタ)を具備し得る。
【００５３】
　本体234は、移動先インターフェース226を本体234に結合するように構成可能な移動先
取り付け部244を具備し得る。移動先取り付け部244は、たとえばオスまたはメス端部を具
備し得る。いくつかの実施形態において、移動先インターフェース226は、当該移動先イ
ンターフェース226を本体234に結合するように構成されている取り付け部246を具備し得
る。たとえば、取り付け部246は、メスまたはオス端部を具備し得る。いくつかの実施形
態において、本体234の移動先取り付け部244は、(たとえば、スナップ嵌合、干渉嵌合、
クランプ、音波溶接、接着、または他の適当な取り付け機構を用いて)移動先インターフ
ェース226の取り付け部246に直接結合可能である。いくつかの実施形態においては、移動
先取り付け部244と移動先インターフェース226の取り付け部246との間に、1つまたは複数
の構成要素を配設可能である。移動先インターフェース226は、'832特許および/または'9
11公開に記載されているような閉塞可能コネクタ(たとえば、閉塞可能オスコネクタ)を具
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備し得る。
【００５４】
　図3および図4に示すように、中間インターフェース230は、本体234と一体化可能である
。いくつかの実施形態において、中間インターフェース230としては、移動元インターフ
ェース222および/または移動先インターフェース226と同様、本体234に結合可能なコネク
タが可能である。いくつかの実施形態において、中間インターフェース230は、中間容器2
04が取り外された場合に中間インターフェース230の開口を閉塞可能な弁を具備し得る。
【００５５】
　空気チャンバ208は、流体源容器202と中間容器204との間に位置決め可能である。また
、空気チャンバ208は、流体移動モジュール212の一部として組み込み可能である。いくつ
かの実施形態において、空気チャンバ208は、移動元インターフェース222と移動元取り付
け部240との間に配設可能である。いくつかの実施形態において、空気チャンバモジュー
ル250は、空気チャンバ208を構成する内部空洞を有し得るハウジングを具備可能である。
図7は、空気チャンバモジュール250の例示的な一実施形態の斜視断面図である。図8は、
図7の空気チャンバモジュールの分解斜視断面図である。空気チャンバモジュール250は、
当該空気チャンバモジュール250を本体234(たとえば、移動元取り付け部240)に結合する
ように構成可能な本体取り付け部248を具備し得る。本体取り付け部248としては、移動元
取り付け部240のオスまたはメス端部に取り付け可能なメスまたはオス端部が可能である
。空気チャンバモジュール250は、スナップ嵌合、干渉嵌合、クランプ、音波溶接、接着
、または他の適当な取り付け機構を用いて、本体234に取り付け可能である。空気チャン
バモジュール250は、当該空気チャンバモジュール250を移動元インターフェース222に結
合するように構成可能な移動元取り付け部252を具備し得る。たとえば、移動元取り付け
部252は、移動元インターフェース222の取り付け部242のオスまたはメス端部に取り付け
可能なメスまたはオス端部を具備し得る。空気チャンバモジュール250は、スナップ嵌合
、干渉嵌合、クランプ、音波溶接、接着、または他の適当な取り付け機構を用いて、移動
元インターフェース222に取り付け可能である。
【００５６】
　空気チャンバモジュール250は、(たとえば、スナップ嵌合、干渉嵌合、クランプ、音波
溶接、接着、または他の適当な取り付け機構を用いて)一体的に嵌合可能な第1の部分254(
たとえば、上部)および第2の部分256(たとえば、下部)を具備し得る。第1の部分254の少
なくとも一部は、第2の部分256からの隔離によって、間に間隙を形成可能であり、この間
隙は、空気を含んで空気チャンバ208を提供可能である。空気チャンバモジュール250は、
第1の壁258(たとえば、内壁)と、内壁258から離隔して空気チャンバ用の間隙を間に形成
する第2の壁260(たとえば、外壁)とを具備し得る。いくつかの場合、空気チャンバは、大
略的に環状の形状を有し得る。第1の壁258としては、第1の部分254の一部(たとえば、い
くつかの実施形態においては、移動元取り付け部252の一部)が可能であり、第2の壁260と
しては、第2の部分256の一部が可能である。本体取り付け部248と第2の壁260との間には
、仕切り262を位置決め可能である。仕切り262は、移動元流体通路206に対して大略直角
に延伸可能である。仕切り262は、流体の空気チャンバモジュール250の通過を可能とする
開口264を有し得る。いくつかの実施形態において、第2の壁260は、仕切り262から第1の
方向(たとえば、大略上方)に延伸可能であり、本体取り付け部248は、仕切り262から第2
の方向(たとえば、大略下方)に延伸可能である。当業者であれば、本明細書の開示内容に
基づいて、空気チャンバ208および/または空気チャンバモジュール250をその他さまざま
な箇所に位置決め可能であり、図面に示す例示的な実施形態から空気チャンバモジュール
250をさまざまに変更可能であることが了解されよう。
【００５７】
　図9は、移動元流体通路206および移動先流体通路216に流体が存在する流体移動モジュ
ール212の断面図である。図9は、移動元インターフェース222および移動先インターフェ
ース226が閉じており、簡素化のため流体源容器202および流体移動先容器214を省略して
示しているが、動作中は、流体源容器202を(開放弁224を有し得る)移動元インターフェー
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ス222に結合可能であることおよび/または流体移動先容器214を(開放弁228を有し得る)移
動先インターフェース226に結合可能であることが了解される。動作中、注射器204のプラ
ンジャは、(たとえば、'832特許および/または'911公開に記載されているような電子的に
制御される流体分注システムのアクチュエータによって)後退可能である。プランジャの
後退により、流体源容器から流体通路206を介して中間容器204(たとえば、注射器)に流体
を引き込み可能である。移動先逆止弁220は、プランジャが後退した場合の流体移動先容
器214から中間容器側への流体の流れを阻止または防止可能である。移動元流体通路206は
、アダプタ(たとえば、瓶アダプタ(図9には示さず))、移動元インターフェース222、空気
チャンバモジュール250、および/または本体234を通って延伸可能である。注射器204のプ
ランジャは、(たとえば、'832特許および/または'911公開に記載されているような電子的
に制御される流体分注システムのアクチュエータによって)前進可能である。プランジャ
の前進によって、流体を中間容器(たとえば、注射器)から放出可能である。移動元逆止弁
218は、放出流体が流体源容器202側に戻るのを阻止または防止可能である。放出流体は、
中間容器204から移動先流体通路216を介して対象容器214まで通過可能である。移動先流
体通路216は、本体234、移動先インターフェース226、および/またはアダプタ(たとえば
、点滴バッグに取り付けられている管類(図9には示さず))を通って延伸可能である。たと
えば、所望量の流体に対応した距離だけプランジャを後退させた後、プランジャを前進さ
せて流体を流体移動先容器214内へと運ぶことにより、正確な量の流体を流体源容器202か
ら流体移動先容器214に移動させることができる。別途詳細については、'832特許および/
または'911公開にて提供されている。
【００５８】
　図9に示すように、いくつかの実施形態においては、移動元流体通路が空気チャンバモ
ジュール250を通って延伸可能である。たとえば、流体は、空気チャンバモジュール250に
対して、移動元取り付け部252を介した流入および本体取り付け部248を介した流出が可能
である。空気チャンバ208は、移動元流体通路206と流体連通可能である。また、空気チャ
ンバ208は、流体が移動元流体通路206を流れる通常の動作状態の下、大略静止したモード
で空気が空気チャンバに保持されるように配向可能である。たとえば、空気チャンバ208
は、流体の存在下および/または流体の流通中に(たとえば、第1の壁258によって)移動元
流体通路206から少なくとも一部が分離されるように構成可能であり、開口部266によって
、(たとえば、第1の壁258と非平行および/または流体の流通路と非平行の方向に)空気チ
ャンバ208と移動元流体通路206とを流体連通可能である。いくつかの実施形態において、
開口部266の形状としては、大略的に環状が可能である。空気チャンバ208は、通常の圧力
状態(たとえば、流体移動システム200の通常動作時)において空気チャンバの空気が開口
部266の上方に位置決め可能となるように、開口部の上方に位置決め可能である。動作中
、いくつかの状況においては、何らかの流体が開口部266を通過可能であり、空気チャン
バ208の下部に進入する可能性もある。空気は、流体よりも低密度であるため、空気チャ
ンバ208の頂部へと上昇可能であり、空気は通常の圧力状態においては開口部266を通過し
ない。図9に示すように、いくつかの実施形態においては、流体源容器202と中間容器204
との間、流体源容器102もしくは202と移動先容器104もしくは214との間、移動元インター
フェース222と中間インターフェース230との間、ならびに/または中間インターフェース2
30と移動先インターフェース226との間において、通常動作時に、流体の連続流が移動元
流体通路206、移動先流体通路216を通って延伸可能である。図9に見られるように、空気
チャンバ208は、通常動作時に、流体の連続した切れ目のない経路の外側で空気が空気チ
ャンバ208内となるように構成可能である。いくつかの実施形態において、流体移動モジ
ュールは、通常動作時に、流体が空気チャンバ208を通過することなく移動元流体通路206
に沿って流れるように構成可能である。空気チャンバ208は、移動元流体通路206の外側の
空気が移動元流体通路206と流体連通するように、空気を一時停止させることができる。
図10に関連して説明する通り、特定の状況下において(たとえば、異常または圧力低下が
発生している場合)、空気チャンバ208の空気は、移動元流体通路206内へと膨張して、通
常は移動元流体通路206に沿って延びる流体の連続流を遮断することができる。
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【００５９】
　たとえば、流体源容器202からの流体の退出を阻止または防止可能な異常が発生した場
合は、プランジャの後退によって、流体通路に沿った圧力低下(たとえば、部分的な減圧)
が生じ得る。図10は、(たとえば、移動元流体通路206の)圧力が低下した流体移動モジュ
ール212を示した断面図である。圧力の低下によって、空気チャンバ208の空気が膨張し得
る。いくつかの実施形態において、空気は、中間インターフェースおよび/または中間容
器に向かって下流側に、開口部266を介して移動元流体通路206内へと膨張可能である。空
気は、膨張して、検知箇所268に達し得る。空気センサ210(電子的に制御される流体分注
システムの一部となり得る(図10には示さず))は、検知箇所268における空気を検出するよ
うに構成可能である。空気センサ210は、検知箇所268における空気を検出する場合、低圧
状態が存在する可能性があることおよび/または異常が発生している可能性があることを
示し得る信号を生成可能である。いくつかの実施形態において、電子的に制御される流体
分注システムは、空気センサ210からの指標に応じて、(たとえば、プランジャの後退を停
止させることにより)流体移動を停止可能である。いくつかの実施形態において、電子的
に制御される流体分注システムは、空気センサ210からの指標に応じて、異常が発生して
いる可能性をユーザに警告または通知可能である。
【００６０】
　いくつかの実施形態において、空気センサ210は、流体源容器202が空であることの指標
として、空気の検出に使用可能である。したがって、空の流体源容器202の検出および低
圧状態を生み出す異常の検出には、同じ空気センサ210を使用可能である。空気センサ210
は、移動元流体通路206の空気を検出するように位置決め可能である。流体源容器202が空
になった場合は、流体源容器202から空気が退出して、移動元流体通路206を進行可能であ
る。空気センサ210の検知箇所268に空気が達すると、空気センサ210が空気を検出可能で
ある。この状況において、空気センサ210による空気の検出は、流体源容器202が空になっ
たことを示す。圧力が低下する異常が発生した場合、空気チャンバ208内の空気は、本明
細書に記載の通り、流体通路206内へと膨張可能である。空気センサ210の検知箇所268に
膨張空気が達すると、空気センサ210が空気を検出可能である。この状況において、空気
センサ210による空気の検出は、流体通路206内の圧力の低下を示し、これによって、異常
が発生したことを示すことができる。いくつかの実施形態において、空気センサ210が空
気を検出する場合は、流体源容器202が空である可能性(たとえば、交換が必要)および/ま
たは異常が発生している可能性を示す通知を行うことができる。
【００６１】
　空気センサ210は、検知箇所がさまざまな異なる箇所となり得るように位置決め可能で
ある。図11は、さまざまな考え得る検知箇所268a～268eを示した断面図である。検知箇所
286aは、空気チャンバモジュール250と移動元逆止弁218との間の移動元流体通路206中(た
とえば、流体移動モジュール212の本体234の移動元取り付け部240中)に位置決め可能であ
る。検知箇所268bは、空気チャンバモジュール250の移動元流体通路206中(たとえば、空
気チャンバモジュール250の本体取り付け部248中)に位置決め可能である。いくつかの実
施形態において、検知箇所268は、移動元流体通路206の外側に位置決め可能である。たと
えば、検知箇所268cは、膨張空気が移動元流体通路206に進入する前に検知箇所268cに達
するように、空気チャンバ208と移動元流体通路206との間に位置決め可能である。検知箇
所268dは、移動元逆止弁218と中間容器204との間の流体通路206中(たとえば、中間インタ
ーフェース230中)に位置決め可能である。いくつかの実施形態において、検知箇所268eは
、中間容器204の内側に配置可能である。いくつかの実施形態においては、上記または他
の箇所のうちの2つ以上に複数の検知箇所を設けることができる。図11は、さまざまな異
なる検知箇所268a～268eを示しているが、単一の空気センサ210を使用して、図示の検知
箇所268a～268eのうちの1つにおける空気を検出可能であることが了解される。いくつか
の実施形態においては、2つ以上の空気センサ210を使用可能である。また、図に示す例以
外に、その他さまざまな検知箇所を使用可能である。
【００６２】
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　いくつかの状況において、検知箇所が空気チャンバ208の近くに位置決めされた実施形
態では、検知箇所が空気チャンバ208から離れて位置決めされた実施形態よりも早く、シ
ステム200が異常(たとえば、低圧状態)を検出可能である。たとえば、低圧状態が生じる
と、膨張空気は、下流の検知箇所268bまたは268aよりも早く、上流の検知箇所268cに達す
る。したがって、検知箇所268の位置を変更することにより、システムが低圧を検出でき
る感度を調整可能である。いくつかの場合は、検知箇所を空気チャンバ208の極近くに位
置決めすると、異常の可能性が誤って示されることがある。たとえば、空気チャンバ208
の空気は、システム200の通常動作時に、(たとえば、許容範囲内の圧力の微小変化または
システム200の移動によって)少量だけ移動または膨張する可能性がある。検知箇所268を
空気チャンバ208の極近くに位置決めすると、空気の許容範囲内の微小膨張または移動に
よって、空気センサ210が空気を検出可能となる。図11に示すさまざまな検知箇所268a～2
68eによって、システムが低圧を検出できる感度がさまざまに平衡可能である。
【００６３】
　図12は、本明細書または'832特許および/もしくは'911公開に図示および/または記載の
他の実施形態の任意の特徴を有し得る流体源容器202およびアダプタ270の断面図である。
流体源容器202としては、瓶が可能であるが、いくつかの実施形態では他の種類の容器も
使用可能である。アダプタ270は、当該アダプタ270を流体移動モジュール212に結合する
ように構成可能な流体移動モジュールインターフェース272を具備し得る。たとえば、流
体移動モジュールインターフェース272としては、流体移動モジュール212の移動元インタ
ーフェース222(たとえば、閉塞可能オスコネクタ)に対して取り外し可能に取り付けられ
るように構成されているコネクタ(たとえば、閉塞可能メスコネクタ)が可能である。アダ
プタ270は、流体源容器202に結合されるように構成可能な移動元インターフェース274を
具備し得る。移動元インターフェース274は、流体源容器202(たとえば、瓶)の隔膜に穴を
あけるように構成可能な先鋭部を具備し得る。移動元インターフェース274は、流体源容
器202からの流体の退出を許可するように構成可能な流体チャンネル276を具備し得る。流
体チャンネル276は、移動元流体通路206の一部を構成可能である。移動元インターフェー
ス274は、(たとえば、流体源容器202から流体が退出した場合に)流体源容器202への空気
の進入を許可するように構成可能な空気入口チャンネル278を具備し得る。流体源容器202
から退出する流体の体積は、空気で置き換え可能であるため、流体源容器202の内側での
圧力低下(たとえば、部分的な減圧)の発生を阻止または防止可能である。
【００６４】
　アダプタ270は、空気に対して大略透過性であるが、流体に対しては大略非透過性の障
壁280を具備し得る。障壁280によって、空気は、空気入口チャンネルに進入可能である。
通常の状態においては、空気入口チャンネル278が空気を含み、流体源容器202からの流体
が空気入口チャンネル278を介して障壁280まで進行することはない。ただし、(たとえば
、不適切な装置の過剰振動および/または流体移動システムへの接続前の不適切な流体源
容器の過加圧によって)流体が空気入口チャンネル278を介して障壁280まで進行する場合
、障壁は、アダプタ270からの流体の退出を防止可能である。ただし、いくつかの状況に
おいて、障壁280が湿潤となった場合は、障壁280の空気透過性が低下またはゼロとなって
、空気入口チャンネル278への空気の進入を阻止または防止可能である。流体が流体源容
器202から引き出された場合に流体源容器に進入する空気がゼロまたは不十分であると、
流体源容器202の内側の圧力低下(たとえば、部分的な減圧)が生じる可能性がある。圧力
低下によって、(たとえば、注射器204のプランジャが後退した場合の)流体源容器202から
の流体の退出を阻止または防止可能である。圧力低下は、流体源容器202と流体連通する
領域(たとえば、空気チャンバ208)に拡がり得る。空気チャンバ208の空気は、膨張によっ
て圧力低下を補償可能であり、空気センサ210は、本明細書に記載の通り、膨張空気を検
出可能である。いくつかの実施形態において、空気チャンバ208の空気は、(たとえば、図
9に示すように)通常の動作圧力において第1の体積を有し得る。移動元流体通路206の圧力
が(たとえば、障壁280の障害によって)閾値を下回ると、空気は、第1の体積よりも大きく
、空気を検知箇所268に位置決めするのに十分大きな第2の体積まで膨張し得る。当業者で
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あれば、本明細書の開示内容に基づいて、圧力低下をもたらし得るその他さまざまな種類
の異常(たとえば、管類のつぶれ、コネクタの障害、逆止弁の不調等)が発生する可能性が
あり、本明細書に記載のシステムおよび方法と類似のシステムおよび方法を用いて、これ
らの異常を検出可能であることが了解されよう。
【００６５】
　図5および図6を再び参照して、移動元逆止弁218および/または移動先逆止弁220には、
さまざまな異なる逆止弁構成を使用可能である。たとえば、ダックビル型逆止弁を使用可
能である(たとえば、図5および図6に示す移動先逆止弁220を参照)。また、'832特許およ
び/または'911公開に開示のその他さまざまな逆止弁構成を使用可能である。図5および図
6に示すように、移動元逆止弁218は、ストッパ282を具備し得る。ストッパ282の形状とし
ては、大略的に球状が可能である(たとえば、ボール逆止弁)が、他の形状をストッパ282
に使用することも可能である。ストッパ282は、閉塞位置と開放位置との間で移動可能で
ある。「開放」位置は、この分野の通常の意味に従って理解されるものとし、流体の十分
な流れによって、製品が目的とする臨床機能を実行可能な位置を含む。「閉塞」位置は、
この分野の通常の意味に従って理解されるものとし、使用を意図した製品の特定目的の用
途における流体圧力の通常の範囲において流体の流れを完全に遮る位置または臨床的に大
きな機能上の不都合を回避するのに必要な程度まで流体の流れを実質的に完全に遮る位置
を含む。図5は、開放位置のストッパ282を示している。逆止弁218は、封止要素284を具備
可能であり、ストッパ282は、閉塞位置にある場合に封止要素284に対して接触または隣接
可能である。封止要素284は、ストッパ282が閉塞位置にある場合に、ストッパ282を封止
するように構成可能である。たとえば、封止要素284は、弾性材料(たとえば、ゴム、シリ
コーン、ラテックス等)で形成可能であり、ストッパ282は、硬質または半硬質材料(たと
えば、硬質プラスチックまたは金属)で形成可能である。封止要素284は、ストッパ282が
封止要素284に隣接して封止を形成する場合に変形する可能性がある。いくつかの実施形
態において、封止要素284としては硬質または半硬質材料が可能であり、ストッパ282とし
ては弾性材料が可能であり、または、封止要素284およびストッパ282の両者が弾性材料で
形成可能である。いくつかの実施形態において、封止要素284としては、流体移動モジュ
ール212の1つまたは複数の内部壁が可能であり、ストッパ282は、流体移動モジュール212
の1つまたは複数の内部壁を封止するように構成可能である。
いくつかの実施形態において、封止要素284としては、大略的に円形が可能である。図示
のように、封止要素284は、Oリングを備え得る。いくつかの実施形態において、封止要素
284を通る内部の流体流通路は、ストッパ282の直径または断面幅よりも小さな直径または
断面幅を有する開口を備え得る。
【００６６】
　流体が第1の方向に(たとえば、流体源容器202から中間容器204に向かって)流れる場合
、ストッパ282は、開放位置に移動して、封止要素284から離隔することにより、(たとえ
ば、注射器204のプランジャが後退した場合に)流体が逆止弁218を流通可能となる。逆止
弁218は、第2の方向に(たとえば、中間容器204から流体源容器202に向かって)流体が逆止
弁218を通過することを阻止または防止可能である。流体は、(たとえば、注射器204のプ
ランジャが前進した場合に)第2の方向に流れることを強制されると、ストッパ282を封止
要素の方向に押すとともに、封止要素284に対して強固に押圧可能であり、第2の方向に流
体が逆止弁218を通過することを防止または阻止可能である。いくつかの実施形態におい
て、ストッパ282は、閉塞位置側に付勢可能である。いくつかの実施形態において、スト
ッパ282は、流体よりも低密度とすることができるため、流体の存在下で、浮上して封止
要素284に接触する傾向にある。いくつかの実施形態においては、図5に示すように、スト
ッパ282がチャンバ内で自由に浮遊可能である(たとえば、周囲の要素に対して直接的に結
合または固定されない)。チャンバは、ストッパ282が閉塞位置と開放位置との間で移動可
能であるが、チャンバから退出することのないようにサイズ指定可能である。たとえば、
ストッパ282を配置するように構成されている領域においては、ストッパ282の直径または
断面幅を下流の流体流通開口の直径または断面幅よりも大きくすることができる。いくつ
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かの実施形態においては、製造時のストッパ282の挿入を可能とするため、ストッパ282を
配置するように構成されている領域においては、ストッパ282の直径または断面幅を上流
の流体流通入口開口の直径または断面幅よりも小さいか、または概ね等しくすることがで
きる。
【００６７】
　図13～図18を参照して、いくつかの実施形態においては、付勢要素286がストッパ282を
閉塞位置側に付勢可能である。付勢要素286としては、バネが可能である。たとえば、図1
3および図14に示すように、付勢要素286としては、ヘリカルコイルバネが可能である。図
13は、閉塞位置の逆止弁218の例示的な一実施形態を示した側面図である。閉塞位置にお
いて、付勢要素286(たとえば、コイルバネ)は、封止要素284に対してストッパ282(たとえ
ば、ボール)を押圧することにより、流体の逆止弁218の流通を防止または阻止する。図14
は、開放位置の図13の逆止弁218を示している。開放位置においては、コイルバネ286を圧
縮可能であり、ストッパ282が封止要素284から離隔して、流体が逆止弁218を通過可能で
ある。
【００６８】
　図15は、閉塞位置の逆止弁218の例示的な別の実施形態を示した側面図である。図16は
、開放位置の図15の逆止弁218の側面図である。付勢要素286としては、ストッパ282が開
放位置まで押された場合(図16)に変形可能な弾性体が可能である。弾性体は、付勢によっ
て、変形していない形状に戻ることができ、これによって、ストッパ282を封止要素284側
に押圧する力を印加可能である。いくつかの実施形態において、付勢要素286の弾性体は
、少なくとも1つの空洞288を有し得る。逆止弁218が閉塞位置にある場合、空洞288は、(
図15に示すように)少なくとも一部が開いた構成となり得る。逆止弁218が開放位置にある
場合、空洞288は、(図16に示すように)少なくとも一部がつぶれた位置となり得る。少な
くとも1つの空洞288がつぶれることにより、弾性体は、閉塞位置から開放位置まで容易に
変形可能となる。
【００６９】
　図17は、閉塞位置の逆止弁218の例示的な別の実施形態を示した側面図である。図18は
、開放位置の図17の逆止弁218の側面図である。付勢要素286は、封止要素284に対してス
トッパ282を引っ張ることができる1つまたは複数の柔軟なテザー290を具備可能である。
逆止弁218が閉塞位置にある場合、1つまたは複数のテザー290は、(図17に示すように)第1
の長さを有し得る。逆止弁218が開放位置にある場合、1つまたは複数のテザー290は、(図
18に示すように)伸長して、第1の長さよりも大きな第2の長さを有し得る。1つまたは複数
のテザー290は、(たとえば、結合要素292(ストッパ282の直径よりも小さな直径を有し得
る環状要素が可能)を介して)ストッパ282に結合可能である。いくつかの実施形態におい
て、1つまたは複数のテザー290は、封止要素284に結合可能である(たとえば、1つまたは
複数のテザー290は、封止要素284と一体的に形成可能である)。いくつかの実施形態にお
いて、1つまたは複数のテザー290は、逆止弁218を囲む内部壁と結合可能である。
【００７０】
　図19は、閉塞位置の逆止弁218の例示的な別の実施形態の側面図である。図20は、開放
位置の図19の逆止弁218の側面図である。いくつかの実施形態において、付勢要素286およ
びストッパ282は、単一の要素に組み込み可能である。たとえば、逆止弁218は、封止要素
284(たとえば、弾性部材または流体移動モジュール212の内部壁)を封止するように構成可
能なストッパ部282(たとえば、上部)を具備し得る。逆止弁218は、付勢要素286を具備可
能であり、これは、たとえば図15および図16に関連して説明した実施形態と同様に、スト
ッパ部282を閉塞位置側に付勢するように構成可能な弾性体が考えられる。付勢要素286は
、少なくとも1つの空洞288を含み得る。逆止弁218が閉塞位置にある場合、空洞288は、(
図19に示すように)少なくとも一部が開いた構成となり得る。逆止弁218が開放位置にある
場合、空洞288は、(図20に示すように)少なくとも一部がつぶれた位置となり得る。少な
くとも1つの空洞288がつぶれることにより、付勢要素286は、閉塞位置から開放位置まで
容易に変形可能となる。いくつかの実施形態において、ストッパ部282は、付勢要素286と
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一体的に形成可能である。いくつかの実施形態において、ストッパ部282は、付勢要素286
から独立して形成可能であり、(たとえば、接着または他の適当な取り付け機構によって)
付勢要素286に結合可能である。
【００７１】
　図13～図20において、逆止弁218は、単独で示しており、周囲の構成要素(たとえば、流
体移動モジュール212)は、簡素化のため図示を省略している。図12～図20は、移動元逆止
弁218の例示的な実施形態を示している。移動先逆止弁220は、移動元逆止弁218に関連し
て図示(たとえば、図13～図20)および説明した特徴と類似または同一の特徴を含み得る。
【００７２】
　図21は、少なくとも1つの逆止弁を具備した流体移動モジュール212の例示的な一実施形
態の断面図である。逆止弁218は、本明細書に記載の通り、閉塞位置と開放位置との間で
移動可能なストッパ部282を具備し得る。図21は、開放位置のストッパ部282を示している
。流体移動モジュール212は、ストッパ部282が開放位置(たとえば、完全開放位置)にある
場合に当該ストッパ部282と接触するように構成可能な突起283を具備し得る。突起283は
、(たとえば、流体の流れまたは流体圧力がストッパ部を閉塞位置側に強制する場合に)ス
トッパ部282の開放位置から閉塞位置への移行を容易化するように構成可能である。たと
えば、突起283は、ストッパ部282が流体移動モジュール212の内部壁に張り付くことを阻
止または防止可能である。突起283は、ストッパ部282が内部壁側に移動した場合に当該突
起283に接触または隣接するように、内部壁から(たとえば、上方に)延伸可能である。突
起283は、ストッパ部282が開放位置にある場合にストッパ部282を内部壁から離隔させる
ように構成可能である。いくつかの実施形態においては、開放位置のストッパ部282と突
起283の隣接または近傍の内部壁との間の間隙によって、ストッパ部282の閉塞位置への移
行を容易化可能である。たとえば、流体の流れまたは流体圧力が適用された場合、流体は
、ストッパ部282と内部壁との間の間隙に進入し、ストッパ部282を内部壁から離して閉塞
位置側に押すことができる。いくつかの実施形態において、ストッパ部282と突起との間
の接触面積は、突起283を省略した場合にストッパ部282と内部壁との間に生じる接触面積
よりも小さくすることができる。突起283は、ストッパ部282との接触面積を小さくするよ
うに先鋭化または曲線化可能な先端部を含み得る。また、先端部は、平坦な形状を有する
ことができ、その他さまざまな形状も使用可能である。いくつかの実施形態において、流
体移動モジュール212は、ストッパ部282の移動を容易化するように構成可能な複数の突起
283を具備し得る。いくつかの実施形態において、突起283としては、細長の畝部が可能で
ある。
【００７３】
　以上、添付の図面に関連して、例示的な実施形態を説明した。上記例示的な実施形態は
、当業者が本明細書に記載の装置、システム、方法等を構成および使用できる詳細度で説
明している。当業者であれば、本明細書の開示内容に基づいて、多種多様な変形例が可能
であることが了解されよう。構成要素、要素、および/またはステップは、変更、追加、
削除、または再構成可能である。また、処理ステップの追加、削除、または並び替えが可
能である。以上、特定の実施形態を明示的に説明したが、当業者には、本開示内容に基づ
いて、他の実施形態も明らかとなろう。
【００７４】
　本明細書に記載のシステムおよび方法のいくつかの態様は、たとえばコンピュータソフ
トウェア、ハードウェア、ファームウェア、またはソフトウェア、ハードウェア、および
ファームウェアの任意の組み合わせを用いて実施可能であるのが好都合である。ソフトウ
ェアは、本明細書に記載の機能を実行するためのコンピュータ実行可能コードを含み得る
。いくつかの実施形態において、コンピュータ実行可能コードは、1つまたは複数の汎用
コンピュータによって実行される。ただし、当業者には当然のことながら、本開示内容に
照らせば、汎用コンピュータ上で実行されるソフトウェアを用いて実現可能な如何なるモ
ジュールも、ハードウェア、ソフトウェア、ファームウェア、またはこれらの組み合わせ
を用いて実現可能である。たとえば、このようなモジュールは、集積回路の組み合わせに
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よって、ハードウェアで十分に実現可能である。この代替または追加として、このような
モジュールは、汎用コンピュータではなく、本明細書に記載の特定の機能を実行するよう
に設計されている専用コンピュータを用いて、全体的または部分的に実現可能である。
【００７５】
　以上、特定の実施形態を明示的に説明したが、当業者には、本開示内容に基づいて、他
の実施形態も明らかとなろう。したがって、本発明の範囲は、明示的に説明した実施形態
のみならず、1つもしくは複数の公開公報としての公開または1つもしくは複数の特許とし
ての発行が最終的になされる特許請求の範囲を参照して規定されるものである。
【符号の説明】
【００７６】
　　100　流体移動システム
　　102　第1の流体容器
　　104　第2の流体容器
　　106　流体通路
　　108　空気チャンバ
　　110　空気センサ
　　200　流体移動システム
　　202　流体源容器
　　204　中間容器
　　206　移動元流体通路
　　208　空気チャンバ
　　210　空気センサ
　　212　流体移動モジュール
　　214　流体移動先容器
　　216　移動先流体通路
　　218　移動元逆止弁
　　220　移動先逆止弁
　　222　移動元インターフェース
　　224　弁
　　226　移動先インターフェース
　　228　弁
　　230　中間インターフェース
　　232　相互作用部
　　234　本体
　　236　第1の部分
　　238　第2の部分
　　240　移動元取り付け部
　　242　取り付け部
　　244　移動先取り付け部
　　246　取り付け部
　　248　本体取り付け部
　　250　空気チャンバモジュール
　　252　移動元取り付け部
　　254　第1の部分
　　256　第2の部分
　　258　第1の壁
　　260　第2の壁
　　262　仕切り
　　264　開口
　　266　開口部
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　　268　検知箇所
　　268a　検知箇所
　　268b　検知箇所
　　268c　検知箇所
　　268d　検知箇所
　　268e　検知箇所
　　270　アダプタ
　　272　流体移動モジュールインターフェース
　　274　移動元インターフェース
　　276　流体チャンネル
　　278　空気入口チャンネル
　　280　障壁
　　282　ストッパ
　　283　突起
　　284　封止要素
　　286　付勢要素
　　288　空洞
　　290　テザー

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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【図１１】 【図１２】

【図１３】 【図１４】
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【図１５】 【図１６】

【図１７】 【図１８】
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【図１９】

【図２０】

【図２１】

【手続補正書】
【提出日】平成28年7月21日(2016.7.21)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　流体を流体源容器から注射器に移動させる方法であって、
　注射器のプランジャを後退させて、第1の体積の流体を流体源容器から移動元流体通路
を介して前記注射器に引き込むステップであり、前記流体源容器と前記注射器との間の前
記移動元流体通路に対して空気チャンバが流体連通する、ステップと、
　前記注射器の前記プランジャを後退させて、第2の体積の流体を前記移動元流体通路か
ら前記注射器に引き込むステップであり、前記流体源容器と前記注射器との間の前記流体
通路中の検知箇所まで、前記空気チャンバ中の空気が膨張するように、前記流体源容器か
らの流体の退出が妨げられる、ステップと、
　前記流体源容器と前記注射器との間の前記移動元流体通路中の前記検知箇所における前
記空気を空気センサで識別するステップと、
　前記流体通路中の前記検知箇所における前記空気の識別に応じて、前記注射器の前記プ
ランジャの後退を停止するステップと、
　を含む、方法。
【請求項２】
　前記流体通路中の前記検知箇所における前記空気の識別に応じて、異常が発生した可能
性を示すステップをさらに含む、請求項1に記載の方法。
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【請求項３】
　前記流体通路中の前記検知箇所における前記空気の識別に応じて、前記流体源容器が空
である可能性を示すステップをさらに含む、請求項1または2に記載の方法。
【請求項４】
　前記第1の体積の流体が、前記流体源容器と前記注射器との間の前記移動元流体通路中
の移動元逆止弁を通過し、前記移動元逆止弁が、前記移動元逆止弁を介した前記流体源容
器側への流体の通過を妨げるように構成されている、請求項1から3のいずれか一項に記載
の方法。
【請求項５】
　前記注射器の前記プランジャを前進させて、流体を前記注射器から移動先流体通路を介
して流体移動先容器側に運ぶステップをさらに含む、請求項1から4のいずれか一項に記載
の方法。
【請求項６】
　前記流体が、前記注射器と前記流体移動先容器との間の前記移動先流体通路中の移動先
逆止弁を通過し、前記移動先逆止弁が、前記移動先逆止弁を介した前記注射器側への流体
の通過を妨げるように構成されている、請求項5に記載の方法。
【請求項７】
　流体源容器と、
　プランジャを有する注射器と、
　前記流体源容器を前記注射器に接続する移動元流体通路であって、検知箇所を有する、
移動元流体通路と、
　前記流体源容器と前記注射器との間の前記移動元流体通路と流体連通する空気チャンバ
であって、前記注射器の前記プランジャが後退して、前記流体源容器からの流体の退出が
妨げられている場合に、前記空気チャンバ中の空気が前記流体通路中の前記検知箇所まで
膨張するように構成されている、空気チャンバと、
　を備える、流体移動モジュール。
【請求項８】
　前記流体源容器と前記注射器との間の前記移動元流体通路中の移動元逆止弁であって、
当該移動元逆止弁を介した前記流体源容器側への流体の通過を妨げるように構成されてい
る、移動元逆止弁をさらに備える、請求項7に記載の流体移動モジュール。
【請求項９】
　移動先流体通路により前記注射器に結合されている流体移動先容器であって、前記注射
器の前記プランジャの前進により、流体を前記注射器から前記移動先流体通路を介して当
該流体移動先容器側に運ぶように構成されている、流体移動先容器をさらに備える、請求
項7または8に記載の流体移動モジュール。
【請求項１０】
　前記注射器と前記流体移動先容器との間の前記移動先流体通路中の移動先逆止弁であっ
て、当該移動先逆止弁を介した前記注射器側への流体の通過を妨げるように構成されてい
る、移動先逆止弁をさらに備える、請求項9に記載の流体移動モジュール。
【請求項１１】
　開口部が、前記空気チャンバを前記移動元流体通路に結合し、前記空気チャンバが、前
記開口部の上方に配設されている、請求項7から10のいずれか一項に記載の流体移動モジ
ュール。
【請求項１２】
　電子的に制御される流体分注システムと、
　前記電子的に制御される流体分注システムに対して取り外し可能に取り付けられている
請求項7から11のいずれか一項に記載の流体移動モジュールと、
　を備える、流体移動システム。
【請求項１３】
　前記電子的に制御される流体分注システムが、前記検知箇所における空気を検出するよ
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うに構成されている空気センサを備える、請求項12に記載の流体移動システム。
【請求項１４】
　前記空気センサが、光学センサを含む、請求項13に記載の流体移動システム。
【請求項１５】
　前記電子的に制御される流体分注システムが、前記流体通路中の前記検知箇所における
前記空気の検出に応じて、前記注射器の前記プランジャの後退を停止するように構成され
ている、請求項13または14に記載の流体移動システム。
【請求項１６】
　前記電子的に制御される流体分注システムが、前記流体通路中の前記検知箇所における
前記空気の検出に応じて、異常が発生した可能性を示すように構成されている、請求項13
から15のいずれか一項に記載の流体移動システム。
【請求項１７】
　前記電子的に制御される流体分注システムが、前記流体通路中の前記検知箇所における
前記空気の検出に応じて、前記流体源容器が空である可能性を示すように構成されている
、請求項13から16のいずれか一項に記載の流体移動システム。
【請求項１８】
　前記電子的に制御される流体分注システムが、前記注射器の前記プランジャを動かして
、流体を前記流体源容器から前記注射器に移動させるように構成されているアクチュエー
タを備える、請求項12から17のいずれか一項に記載の流体移動システム。
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